　　　様似町地域おこし協力隊設置要綱
（目的）

第１条　人口減少や高齢化が進む本町において、地域力の維持・強化を図るためには、その担い手となる人材の確保が重要であり、地域外の人材を積極的に誘致し、その定住、定着を図り、もって地域の活性化とその魅力の再発見につなげるため、地域おこし協力隊推進要網（平成２１年３月３１日付総行第３８号。以下「推進要網」という。）に基づき、様似町地域おこし協力隊（以下「協力隊」という。）を設置する。
　（任務）

第２条　協力隊の隊員（以下「隊員」という。）は、前条の目的を達成するため、次に掲げる地域協力活動を行う。
⑴　農林水産業への従事等

⑵　アポイ岳の保護・保全活動
⑶　観光振興事業の企画・実施
⑷　地域資源を活用したツーリズム開発
⑸　地域の農林水産品の利活用の研究

⑹　地域の学力向上のための支援活動
⑺　その他、地域力の維持・強化に資するため必要な活動

２　隊員は、その活動状況について町長に活動報告書を提出するものとする。

　（公募）

第３条　隊員は、３大都市圏、政令指定都市又は地方都市（条件不利地域を除く。）から、様似町に住民票を移すことが可能である者を公募する。

　（委嘱）

第４条　町長は、応募のあった中から、地域おこしに深い理解と熱意を有し、かつ、積極的に活動できる者を隊員に委嘱する。
　（身分及び勤務形態等）

第５条　隊員は、町の委嘱を受け、地域協力活動の対価として報償費の支給を受けるものとする。ただし、隊員と町との間に雇用契約は存在しないものとする。
２　隊員の地域協力活動の活動時間は、１日当たり７時間４５分とし、活動日数はおおむね１月当たり２０日とする。
３　隊員は、地域協力活動を行った日ごとに、地域協力活動の状況等を記載し、一月ごとに町長へ報告しなければならない。
４　隊員は、町の指示及び指導に従わなければならない。
５　隊員に町の用務による旅行を命じる場合は、職員旅費額及び支給方法に関する条例（昭和２２年様似町条例第６号）の例により旅費を支給する。
　
（報償費）

第６条　隊員の報償費は、月額１６５，０００円とする。

２　報償費の支給を受けようとする隊員は、前条第３項に規定する報告書を、翌月の５日までに町長に提出するものとする。ただし、３月においては、３月３１日までに提出するものとする。
（活動費等の助成）
第７条　町長は、隊員の活動に必要な次の各号に掲げる活動費等を助成することができる。

　⑴車　　両　月額　２０，０００円
　⑵通信機器　月額　１５，０００円

　⑶傷害保険　年額　１５，０００円
　⑷その他活動に必要な経費を予算の範囲内で支給することができる。
２　町長は、隊員の定住に必要な住宅費補助として、月額４０，０００円を上限として助成することができる。

３　第１項各号の助成金及び第２項の住宅費補助は、前条第２項の報告書の提出をもって交付申請されたものとする。
　（委嘱期間）
第８条　隊員の委嘱期間は、委嘱の日から翌年の３月３１日までとし、最長３年まで延長することができる。
２　委嘱を延長する場合には、１年ごとに行うものとする。

３　町長は、隊員としてふさわしくないと判断した場合には、委嘱を取り消すことができる。

　（委嘱の取消し）

第９条　町長は、隊員が次の各号のいずれかに該当する場合は、委嘱を取り消すことができる。

⑴　勤務実績がよくない場合

⑵　心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、また、これに耐えない場合
⑶　職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合

⑷　隊員としてふさわしくない非行があった場合

（秘密を守る義務）

第１０条　隊員は、職務上で知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。

　（その他）

第１１条　この要網に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。
附　則

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。
別紙３








